
行政評価の取組み      

 

■ 行政評価の目的 

行政評価は、区の仕事の成果などについて、主に数値等を用いて評価した結果を事業の

見直しや改善につなげ、次年度の目標や予算編成等に反映させる仕組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 行政評価の進め方 

平成 30 年度の行政評価は、以下の方法で実施しています。 

内部評価においては、まず、主管部が自己評価を行い、その評価結果について、他部に

よる部間相互評価を実施しました。さらに、各部長で構成する内部評価委員会による評価

を行うことで、評価結果の精度向上に努めています。 

一方、外部評価は、決算資料を含めてより詳細に評価するため、本年 8月以降に実施し

ます。学識経験者及び公募区民で構成される外部評価委員会を設置し、公開ヒアリング等

を行い、十分な検討及び審査を行います。対象分野は、全分野の 3分の 1程度とし、平成

28 年度から平成 30年度までの 3年間で一巡させます。 

なお、この「主要施策の成果（別冊）行政評価結果」は、内部評価結果に基づき発行し

ています。 

 

  

 

ACTION（改善） CHECK（評価）

PLAN（計画） DO（実行）

目標を明確に設定し、その成果

を数値により客観的に示す。
目標達成を目指して、効率的
に事業を実施する。

より高い成果を目指し、事業の
見直し・改善を進める。

目標の達成状況を、区民の視
点で評価する。

【継続的な改善】

区民サービスの向上のために



■ 行政評価の経緯 

平成 12 年度 試行による評価。2モデル施策、16 事務事業。 

平成 13 年度 行政評価を本格実施。18施策、107事務事業。 

平成 14 年度 
評価対象を全施策・事務事業に拡大。107施策、557事務事業。 

外部評価を試行実施。 

平成 15 年度 
区の仕事を目標により 76施策、126事務事業に再編して実施。 

外部評価を全ての施策に対して実施。 

平成 16 年度 平成 15 年度と同様で実施。15年度決算議会の資料として活用。 

平成 17 年度 評価対象を全分野とし、自己評価及び外部評価を実施。42分野、123施策。 

平成 18 年度 全分野を評価対象に、自己評価及び外部評価を実施。45分野、137施策。 

平成 19 年度 全分野を評価対象に、自己評価及び外部評価を実施。46分野、140施策。 

平成 20 年度 全分野を評価対象に、自己評価及び外部評価を実施。52分野、158施策。 

平成 21 年度 全分野を評価対象に、自己評価及び外部評価を実施。53分野、158施策。 

平成 22 年度 
一次評価として部及び分野単位の評価、二次評価として施策を絞り評価。 

経営本部、6事業部、54分野、17施策。 

平成 23 年度 全分野を評価対象に、自己評価及び外部評価を実施。52分野、145施策。 

平成 24 年度 全分野を評価対象に、自己評価及び外部評価を実施。45分野、131施策。 

平成 25 年度 
全分野を評価対象に、内部評価を実施。45分野、132施策。 

経営室・子ども教育部・環境部で、外部評価を実施。15分野、46施策。 

平成 26 年度 
全分野を評価対象に、内部評価を実施。45分野、131施策。 

政策室など 5部で、外部評価を実施。18分野、51施策。 

平成 27 年度 
全分野を評価対象に、内部評価を実施。43分野、137施策。 

都市政策推進室など 5部で、外部評価を実施。19分野、60施策。 

平成 28 年度 
全ての部、分野を評価対象に、内部評価を実施。11部、43分野、141施策。 

政策室など 4部で、外部評価を実施。16分野、52施策。 

平成 29 年度 
全ての部、分野を評価対象に、内部評価を実施。11部、44分野、142施策。 

経営室など 4部で、外部評価を実施。16分野、52施策。 

平成 30 年度 
全ての部、分野を評価対象に、内部評価を実施。11部、48分野、151施策。 

健康福祉部など 4部で、外部評価を実施予定。17分野、53施策。 

 



部門 

分野、分野 

施策、施策、施策 

事業、事業、事業、事業 

■ 行政評価の方法・活用 

区の行政評価では、目標に向けた成果及び事業

実績などを視点として、評価を行います。 

目標は、上位にある部門の目標を達成するため、

各分野の目標を設定し、さらに分野の目標を達成

するため、各施策の目標を設定します。各施策目

標を達成するための事業実績が向上することで、

施策や分野の成果指標が向上し、部門の成果指標

も向上することになります。 

 

 

Ⅰ 主管部が仕事を自己評価します 
 

１ 部門の評価票を作成します （10ページ参照） 

◇ 部門がめざすまちの将来像を実現するため、どの位の成果があったかを指標とし

て表しました。 

◇ 部門の自己評価として、評価基準に基づき評価し、「部の取組みの成果」を分析し

たうえで、「見直し・改善の方向性」を記載しました。 

 

２ 分野の評価票を作成します （11ページ参照） 

◇ 分野の目標達成に向けて、どの位の成果があったかを指標として表しました。 

◇ 分野のコスト※１は、分野全体に掛かった事業経費（行政コスト）と従事した職員

の人件費標準額※２等に基づいて算出しました。分野の人員は、分野全体に従事し

た常勤職員と短時間勤務職員の人数※３を記載しました。 

◇ 分野の自己評価として、チェックシートによる評価を行い、「分野の成果に対する

自己評価」を分析したうえで、「自己評価を踏まえた見直し・改善の方向性」を記

載しました。 

 

３ 施策ごとの評価票を作成します （12ページ参照） 

◇ 分野の目標を達成するための施策について、その目標達成に向けてどの位の成果

があったかを指標として表しました。 

◇ 施策のコスト※１は、施策全体に掛かった事業費（行政コスト）と従事した職員の

人件費標準額※２等に基づき算出しました。施策の人員は、施策全体に従事した常

勤職員と短時間勤務職員の人数※３を記載しました。 

◇ 区民一人当たりコスト※４は、施策の経費計（コスト）を区の人口で割り返したも

のです。 

◇ 目標達成に向けて取り組んだ主な事業の概要及びその事業のコスト※１を表しまし

た。 



 

※１ コストについて 

 評価票で使用したコストは、事業に直接掛かった経費と人件費標準額等を基に算

出した経費の合計額です。このため、決算説明書の数値とは異なります。 

 各施策の主な事業のコストは、主に事業メニュー単位の事業経費と人件費を記載

しています。ただし、事業メニューを按分している場合や合算している場合など

があります。 

また、各事業のコストの和が、施策の経費計と一致しない場合があります。これ

は、事業数の多い施策では、全ての事業を記載していない場合があることなどに

よります。 

※２ 人件費標準額について 

 人件費標準額は、給与に、退職手当、共済費などの雇用主負担額及び退職手当

引当金繰入額を加えて算出した数値を使用しました。そのため、実際に職員に

支給した額よりも高い額になっています。  

 平成 29 年度常勤職員（再任用常勤含む）の人件費標準額（年額）9,019千円 

  平成 29年度再任用（短時間勤務）職員の人件費標準額（年額） 3,735千円 

※３ 人員（職員数）について 

 職員数を事務量で表す数値として捉え、業務の実態に合わせて按分したものを記

載しました。このため、端数が生じる場合もあります。 

 短時間勤務職員については、当該職員の勤務形態に基づき、常勤職員の 1.0 人を

基準に換算した人数を記載しました。例えば、再任用（短時間勤務）職員 1 人で

あれば、週 4日勤務の場合 0.8 人、週 3日勤務の場合 0.6人と表します。 

 短時間勤務職員には再任用（短時間勤務）職員の他、任期付短時間勤務職員及び

非常勤職員を含みます。 

※４ 区民一人当たりコストについて 

 コスト計算を行うにあたり、千円未満を四捨五入しています。なお、過去におけ

る数値も、比較をするために再計算し、変更している場合があります。 

 区の人口は、平成 29年 4月 1日現在の 326,839人 を使用して計算しました。 

 

（注）数値は、表示単位未満で四捨五入し、端数を整理しています。このため、表示

された数値から算出する値とは、合計値等が異なる場合があります。 
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Ⅱ 他部の職員が部間相互評価を行います 
 

自己評価終了後、他部の管理職が中心となって、主管部が作成した評価票に基づき、

分野及び施策の成果・事業実績などについて、分野ごとにチェックシートにより評価し

ました。 

 

Ⅲ 内部評価委員会が区の評価を決定します 
 

自己評価、部間相互評価を経た後、各部長をメンバーとする内部評価委員会において、

区としての評価を決定しました。 

 
≪ 評価基準 ≫ 

（１）部門の評価基準 

区政目標の実現に向けた部門の取組みの成果を、「部の指標の目標達成度」「部の取組

みの成果」「部内の各分野の評価点の平均」の三要素で評価します。 
 

◇部の指標の目標達成度 
  ア 部の各指標の当該年度の目標値と実績値を比較し、「部の指標」の平均達成率で

下表の基準により採点します。 

基準 採点 

部の指標の平均達成率  90％以上 5 

部の指標の平均達成率  80％以上 4 

部の指標の平均達成率  70％以上 3 

部の指標の平均達成率  60％以上 2 

部の指標の平均達成率  60％未満 1 

 

イ 指標の妥当性 

（部の指標の半数以上について）指標及び目標値が適切なものであるか。部の目標の

達成状況を判断・測定できるもの、重点的な取組みの成果が反映される指標であるか。

過去の実績値、他自治体の参考値等から見て、適切な目標値が設定されているか。 

基準 係数 

適切である 1.0 

半数以上が適切である 0.8 

過半数が適切でない 0.7 

 
（ア×イ）により、「部の目標達成度」の評価点を決定します（5 点満点）。 

 



◇部の取組みの成果 
次の基準により評価します。 

基準 採点 

大変良好である 5 

良好である 4 

おおむね良好である 3 

必ずしも良好とは言えない 2 

見直し、改善すべき点が多い 1 
 
◇部内の各分野の評価点の平均 
  部内の各分野の評価点を平均します。内部評価委員会評価では、部間相互評価で

決定した分野の評価点を使用します。 
 
◇総合評価 

「部の指標の目標達成度」及び「部の取組みの成果」の評価点と「部内の各分野

の評価点の平均点」の平均で、部門の評価点を決定します。 

 

（２）分野の評価基準 

「分野の指標の目標達成度」「事業・取組みの有効性・適正性、事業・取組みの効率

性」「先進性・困難度」により評価します。 
 
◇分野の指標の目標達成度 
「分野の指標の平均達成率」に応じ段階的に採点し、「指標の妥当性」「目標値の挑

戦度」「指標の実績値の推移」と併せて評価します。 
 
ア 分野の指標の目標達成率 

分野の各指標について、当該年度の目標値と実績値を比較し、「分野の指標」の平

均達成率により、下記の基準で採点します。 
基準 採点 

分野の指標の平均達成率  90％以上 8 

分野の指標の平均達成率  85％以上 7 

分野の指標の平均達成率  80％以上 6 

分野の指標の平均達成率  75％以上 5 

分野の指標の平均達成率  70％以上 4 

分野の指標の平均達成率  65％以上 3 

分野の指標の平均達成率  60％以上 2 

分野の指標の平均達成率  60％未満 1 



◇部の取組みの成果 
次の基準により評価します。 

基準 採点 

大変良好である 5 

良好である 4 

おおむね良好である 3 

必ずしも良好とは言えない 2 

見直し、改善すべき点が多い 1 
 
◇部内の各分野の評価点の平均 
  部内の各分野の評価点を平均します。内部評価委員会評価では、部間相互評価で

決定した分野の評価点を使用します。 
 
◇総合評価 

「部の指標の目標達成度」及び「部の取組みの成果」の評価点と「部内の各分野

の評価点の平均点」の平均で、部門の評価点を決定します。 

 

（２）分野の評価基準 

「分野の指標の目標達成度」「事業・取組みの有効性・適正性、事業・取組みの効率

性」「先進性・困難度」により評価します。 
 
◇分野の指標の目標達成度 
「分野の指標の平均達成率」に応じ段階的に採点し、「指標の妥当性」「目標値の挑

戦度」「指標の実績値の推移」と併せて評価します。 
 
ア 分野の指標の目標達成率 

分野の各指標について、当該年度の目標値と実績値を比較し、「分野の指標」の平

均達成率により、下記の基準で採点します。 
基準 採点 

分野の指標の平均達成率  90％以上 8 

分野の指標の平均達成率  85％以上 7 

分野の指標の平均達成率  80％以上 6 

分野の指標の平均達成率  75％以上 5 

分野の指標の平均達成率  70％以上 4 

分野の指標の平均達成率  65％以上 3 

分野の指標の平均達成率  60％以上 2 

分野の指標の平均達成率  60％未満 1 

イ 分野の指標の妥当性 
基準 係数 

全てが適切である 1.0 

半数以上が適切である 0.8 

過半数が適切でない 0.7 

 
ウ 目標値の挑戦度 

基準 採点 

半数以上が挑戦的である 1 

過半数が挑戦的でない 0 

 
エ 分野の指標の実績値の推移 

基準 採点 

半数以上が上昇傾向である 1 

過半数が上昇傾向でない 0 

 
（（ア×イ）＋ウ＋エ）／２により、分野の目標達成度の評価点を決定します（5 点満点）。 

 

※目標達成度の計算方法は次のとおりです。 

指標値が目標とする状態 達成度の計算方法 

指標値の増加を目標とする指標 当年度指標値 ÷ 当年度目標値 × 100 （％） 

指標値の減少を目標とする指標 
{ １(100％）＋（当年度目標値－当年度指標値） ÷ 当年度目標値 } 

× 100 （％）  

発生しない状態（例えば 0）を 

目標とする指標 
（前年度指標値 － 当年度指標値） ÷ 前年度指標値 × 100 （％） 

発生しない状態（例えば 0）の 

維持を目標とする指標 
維持された場合 、 達成度 100％ 

 

  



◇事業・取組みの有効性・適正性、事業・取組みの効率性 

次のチェックシート（全 15 項目）の該当項目数を下表により評価点に換算します。 
 

項

目 
基準 要素 

事
業
・
取
組
み
の
有
効
性
・
適
正
性 

１ 部・分野の経営戦略に基づき、課題に対応した重点的な取組みを着実に行っている。 

有効性 

2 
事業や取組みについて、区の役割や関与は（官・民、自助・共助・公助等の視点か

らみて）適切であり、かつ優先度や緊急性を適切に判断して行われている。 

3 
事業や取組みの実施結果（件数、利用者数、参加者数、利用者・参加者満足度等）

は、良好である（目標を達成している）。 

4 （前年度以前の）行政評価結果等に基づき、見直し・改善した事業・取組みがある。 

5 

事業や取組みは、予算や法令等に従い適切に行われている（各分野において、近 5

年の各種監査指摘事項や「リスク管理・危機管理情報連絡票」提出事案と同様の不

適切な事務処理等は、当該年度に発生しなかった）。 

合規性 

・ 

安全性 

6 

事業や取組みの実施において、区民の生命、身体及び財産に被害を生じさせること

はなかった。また、区の行政運営、行政サービスに重大な支障を及ぼすことはなかっ

た。 

7 

事業や取組みの実施において、環境負荷を増大することや、環境保全を損うことは

なかった（EMSで特定された著しい環境側面に係る事業・取組みについては、EMS の

目標・実施計画を達成している）。 

8 
事業や取組みは、その内容に応じて、適時効果的な方法（通知文、区報、ホームペ

ージ、Facebook、区政情報ディスプレイ等）で区民等に周知している。 

透明性

(広報) 

事
業
・
取
組
み
の
効
率
性 

9 

コスト（行政コストと人員）は、前年度と比べて改善している（事業実績を下げず

にコストが減少、あるいはコストは増加しているが、コスト増を超える実績が上がっ

ている）。 

経済性 

10 

経常的な事業・取組みについて、漫然と例年同様の内容で執行することなく、執行

方法の見直しなど創意工夫を行い、効率的に成果を上げている（事業量を増やすこ

となく効果を高めている、あるいは事業量を減らしながら以前と同様の効果を得て

いる）。 

能率性 

11 
事業や取組みは、ステークホルダー（各種団体や他部署等）との連携・協力・調整

が十分行われ、円滑に実施されている（遅延や不具合は生じていない）。 

能率性 

・ 

円滑性 

12 
事業や取組みの実施方法の見直し（委託や指定管理者導入を含む）により、コスト

を下げる余地がない。 

代替性 

・ 

経済性 

13 
収入について、情報収集・調査を十分に行い（補助金の適用、債権管理、使用料の

徴収等）、可能な限りその確保に努めている（ほかに収入確保する余地がない）。 
経済性 

14 

前年度と比べて、分野職員１人あたりの平均超過勤務時間が減少している。著しく

増加している場合は、その要因を明らかにし、同要因による超過勤務時間相当を除

くと前年度より平均超過勤務時間が減少している。また、分野における年次有給休

暇を 10日以上取得した職員の割合が 90％以上である。 
能率性 

・ 

円滑性 

15 

分野職員の評価対象年度の必修研修参加率が 90％以上である。また、OJT や、部・

分野の課題に関する実務研修の実施、外部の専門研修への派遣等により、職務に必

要な知識・経験を習得させ、組織力の向上を実現している。 



◇事業・取組みの有効性・適正性、事業・取組みの効率性 

次のチェックシート（全 15 項目）の該当項目数を下表により評価点に換算します。 
 

項

目 
基準 要素 

事
業
・
取
組
み
の
有
効
性
・
適
正
性 

１ 部・分野の経営戦略に基づき、課題に対応した重点的な取組みを着実に行っている。 

有効性 

2 
事業や取組みについて、区の役割や関与は（官・民、自助・共助・公助等の視点か

らみて）適切であり、かつ優先度や緊急性を適切に判断して行われている。 

3 
事業や取組みの実施結果（件数、利用者数、参加者数、利用者・参加者満足度等）

は、良好である（目標を達成している）。 

4 （前年度以前の）行政評価結果等に基づき、見直し・改善した事業・取組みがある。 

5 

事業や取組みは、予算や法令等に従い適切に行われている（各分野において、近 5

年の各種監査指摘事項や「リスク管理・危機管理情報連絡票」提出事案と同様の不

適切な事務処理等は、当該年度に発生しなかった）。 

合規性 

・ 

安全性 

6 

事業や取組みの実施において、区民の生命、身体及び財産に被害を生じさせること

はなかった。また、区の行政運営、行政サービスに重大な支障を及ぼすことはなかっ

た。 

7 

事業や取組みの実施において、環境負荷を増大することや、環境保全を損うことは

なかった（EMSで特定された著しい環境側面に係る事業・取組みについては、EMS の

目標・実施計画を達成している）。 

8 
事業や取組みは、その内容に応じて、適時効果的な方法（通知文、区報、ホームペ

ージ、Facebook、区政情報ディスプレイ等）で区民等に周知している。 

透明性

(広報) 

事
業
・
取
組
み
の
効
率
性 

9 

コスト（行政コストと人員）は、前年度と比べて改善している（事業実績を下げず

にコストが減少、あるいはコストは増加しているが、コスト増を超える実績が上がっ

ている）。 

経済性 

10 

経常的な事業・取組みについて、漫然と例年同様の内容で執行することなく、執行

方法の見直しなど創意工夫を行い、効率的に成果を上げている（事業量を増やすこ

となく効果を高めている、あるいは事業量を減らしながら以前と同様の効果を得て

いる）。 

能率性 

11 
事業や取組みは、ステークホルダー（各種団体や他部署等）との連携・協力・調整

が十分行われ、円滑に実施されている（遅延や不具合は生じていない）。 

能率性 

・ 

円滑性 

12 
事業や取組みの実施方法の見直し（委託や指定管理者導入を含む）により、コスト

を下げる余地がない。 

代替性 

・ 

経済性 

13 
収入について、情報収集・調査を十分に行い（補助金の適用、債権管理、使用料の

徴収等）、可能な限りその確保に努めている（ほかに収入確保する余地がない）。 
経済性 

14 

前年度と比べて、分野職員１人あたりの平均超過勤務時間が減少している。著しく

増加している場合は、その要因を明らかにし、同要因による超過勤務時間相当を除

くと前年度より平均超過勤務時間が減少している。また、分野における年次有給休

暇を 10日以上取得した職員の割合が 90％以上である。 
能率性 

・ 

円滑性 

15 

分野職員の評価対象年度の必修研修参加率が 90％以上である。また、OJT や、部・

分野の課題に関する実務研修の実施、外部の専門研修への派遣等により、職務に必

要な知識・経験を習得させ、組織力の向上を実現している。 

 

＜評価点換算表＞ 

該当項目数 0 1～2 3～6 7～10 11～13 14～15 

評価点 0 1 2 3 4 5 

 
◇先進性・困難度（加算項目） 

中野区の特徴や強みあるいは弱み等を踏まえた、他自治体と比べて明らかに先進的とい

える事業や取組みを行っている。または、挑戦的な目標を掲げ、困難な課題の解決に向け

着実に取り組んでいる。 

基準 採点 

先進性・困難度がある。 1 

先進性・困難度がない。 0 

 

◇総合評価 

「分野の指標の目標達成度」「事業・取組みの有効性・適正性、事業・取組みの効率性」

「先進性・困難度」の評価点の合計で、分野の評価点を決定します。 

 
Ⅳ 評価結果を基に仕事の見直し・改善につなげます 
 

１ 平成 29年度 行政評価結果について 

◇ 評価結果の表し方 

部門及び分野ごとに、総合評価について点数を付与しました。また、部門の評

価結果については、部の取組みの成果の判断理由・根拠及び見直し・改善すべき

事項を記載しました。 

 

２ 評価結果の活用 

◇ 各部及び分野は行政評価の結果を踏まえ、次年度の目標や予算編成など仕事の見

直しや改善につなげます。 

◇ 行政評価結果は「主要施策の成果（別冊）行政評価結果」として取りまとめ、区

議会に報告の上、区民に公表します。 

なお、次の資料は区のホームページでご覧いただけます。 
・部ごとに作成した評価票（部ごとの行政評価結果票） 

・分野ごとに作成した評価票 

・施策ごとに作成した評価票 

・分野ごとの行政評価結果票 
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27年度 28年度 29年度 29目標 達成度 32目標

① 68.0% 67.3% 67.7% 74.0% 91.5% 80.0%

② 86.6% 77.0% 80.4% 85.0% 94.6% 85.0%

③ 69.1% 73.3% 72.0% 82.0% 87.8% 100.0%

指標の説明、設定理由、目標値の根拠（挑戦度合い） 挑戦度

① 中

② 中

③ 中

部の指標

　職員が「意欲的に仕事に取組み、生活面でも健康で充実した時間を過ごすことができている」の状況を示す指標。
第3期特定事業主行動計画の目標として設定されている。

指標／実績(27～29)・目標(29,32)

　職員の取組状況を表すため、全職員が行う中野区コンピテンシーモデル自己点検の結果から、3段階中第2段階
「職員の見本となる行動（率先した取組み・他の職員をリードする取組み）」を達成した職員の割合を指標とした。

他の職員をリードし、率先した取組みを行っている職員の割合

部の経営戦略に基づく取組みの実施状況と成果

○経営（組織管理・業務管理）、業務改善活動、リスクマネジメント（事件事故予防・拡大防止）
(1)部経営会議等を通じて、個人情報を扱う業務をはじめとしたリスクを伴う全ての業務に関して、管理監督者である統括管理者、執行責任者にリ
スクマネジメントの大切さを再認識させた。この結果、「リスク管理・危機管理に関して正しく理解している職員の割合」は84.0%（全庁80.4%）であっ
た。
(2)所属職員のワークライフバランスを保つため、所属長から休暇取得、時間外勤務抑制の働きかけを行い、また、「原則、勤務時間内で業務を
終了させるための行動を取る」ことについての職員の意識改革を促した。この結果、超過勤務時間は前年度比11%減、10日以上の年間年次有
給休暇の取得率は65.4%（前年68.5%）、男性職員の出産支援休暇・育児参加休暇の取得率は100%となった。
○人材育成
(1)平成29年5月に発行した中野区職員実務基本書「中野のなかのコト」を他部・室に先駆けて一読するよう所属全職員に促した。
(2)基本書の更新及び理解度調査の問題作成に際しては、若年層職員と管理職が研修の一環として取り組んだ。
○部間をまたがる課題や長期的な課題
(1)新区役所の整備については、区民サービスの向上、区民活動の推進、行政機能の強化などの機能実現のほか、自然エネルギーの積極的な
活用などの環境への配慮や、安全・安心の拠点としての高い災害対応能力、施設の長寿命化などに対応した「新しい時代にふさわしい庁舎」の実
現を目指し、着実に整備計画を進めていく必要があることから、平成30年2月に基本設計に着手した。

　見直し・改善の方向性

(1)区政情報の提供を更に推進し、区政の透明性を高めるため、オンラインで区政情報を閲覧できる新たな仕組み作りを進める。
(2)「中野区人事構想」における中野区が目指す職員像「変化に対応し、区民視点で考え、目標を明確にして課題解決に取り組む自律した職員」
の実現にむけ、より具体的な人材育成の取組方針である「人材育成ビジョン」を改定し、全庁を挙げた人材育成に取り組んでいく。
(3)支払遅延をはじめ、以前から繰り返されている各種監査指摘等の解消に重点を置き、モニタリングと指導の強化や、頻出事例集（不適切事例
と再発予防策）の更新などの取組みを継続して実施していく。
(4)「中野区の新公会計改革基本方針」に従い、事業別・施設別や他団体比較など新たな財務情報の「見える化」を行い、区民等に対する情報
開示、行政評価や事業見直し等への活用を着実に進めていく。
(5)区内事業者の育成・発展を図るため、工事入札参加資格の区内事業者要件としての発注対象の金額規模の拡大また、工事入札参加資格
要件としての受注実績の対象期間（現在は過去5年）の緩和について検討する。
(6)契約制度を取り巻く環境の変化に適応するため、総合評価方式に係る基準について多角的な視点から見直しを進める。
(7)基金の運用については、金融機関における高利回りの長期運用は難しいため、流動性を重視した短期運用で最大限の歳入確保を目指す。
(8)防犯設備の整備に対する補助金交付事業、区内主要交差点への防犯カメラの設置、青色灯防犯パトロールカー運行など、区民の生活安全
施策を拡充する。

　「職員のリスク管理・危機管理理解度調査」における総回答者の平均正答率を示す。内部統制やリスク管理・危機
管理に関する職員の意識と理解度を示すものと考えられるため、指標とした。平成27年度は係長級以上を対象とし
たが、結果が良好であったことを踏まえ、平成28年度から調査対象を主任主事まで拡大した。よって、平成28年度
から目標値は、32年度目標値と同様としている。なお、同調査の一定期間実施後に、正答率の対前年度比上昇率に
指標を変更する予定である。

経営室（29年度）

部がめざすまちの将来像

　戦略的な事業の推進、評価及び組織管理により、区民に信頼される区政運営が展開されている。

重点的に取り組んだ事項の成果

○10年後に目指すべき職員像や組織像、今後の職員人材育成方針や職員定数計画等の基本方針として、「中野区人事構想」を策定
した。
○施設使用料を見直し、平成30年7月から改定することとした。なお、改定に当たっては、区民が日常的・継続的に身近な場所でス
ポーツに触れる機会と空間の創出・促進といった環境整備策の一環として、区立スポーツ施設の使用料を平成30年7月の改定から6
年間半額とする軽減措置を講じた。
○区及び区関係団体（町会・自治会、商店街等）が設置した防犯カメラの設置状況を調査し、地図情報システムで一元的に管理
し、中野区内の設置状況を把握した。
○新区役所整備に関しては、6月に建設支援アドバイザリー業務委託契約を締結し、専門的知見の活用のもと、基本設計者選定業務
や基本設計に係る与条件・課題を整理した。また、並行して、新しい時代にふさわしい新庁舎とすべく、課題の抽出や新庁舎に備
える機能、設計与条件の整理、まとめを行った。
　なお、平成30年2月には、企画提案公募型事業者選定方式により、中野区新庁舎整備基本設計等業務委託事業者を決定し、新庁舎
の基本設計に着手した。

職員のリスク管理・危機管理に関する正しい理解・行動率

年間年次有給休暇を10日以上取得した職員の割合（暦年）

【部門の評価票】の見方 
平成 29年度に部が掲げた目標 

（基本構想で描くまちの姿及び10か年計画（第3次）の施策の方向で示された目標とする姿を踏

まえた、区の行政活動について、部が概ね 10年後に達成するべき区民価値（状態）） 

部の経営戦略に基づく取組みについて、平成 29 年度

の実施状況と、達成した成果を記載しています。目標と

する状態にどれだけ近付いたかを評価します。 

部が達成すべき目標にどの程度到達しているか総合的に取組み

の成果を測る指標。 

・経年変化と平成 29・32年度の目標、平成 29年度の目標達成度 

部として平成 29年度に重点的に取り組んだ事項の成果 

取組みの実施状況と成果を踏まえ、今後の見直し・

改善の方向性を示します。 
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27年度 28年度 29年度 29目標 達成度 32目標

① 68.0% 67.3% 67.7% 74.0% 91.5% 80.0%

② 86.6% 77.0% 80.4% 85.0% 94.6% 85.0%

③ 69.1% 73.3% 72.0% 82.0% 87.8% 100.0%

指標の説明、設定理由、目標値の根拠（挑戦度合い） 挑戦度

① 中

② 中

③ 中

部の指標

　職員が「意欲的に仕事に取組み、生活面でも健康で充実した時間を過ごすことができている」の状況を示す指標。
第3期特定事業主行動計画の目標として設定されている。

指標／実績(27～29)・目標(29,32)

　職員の取組状況を表すため、全職員が行う中野区コンピテンシーモデル自己点検の結果から、3段階中第2段階
「職員の見本となる行動（率先した取組み・他の職員をリードする取組み）」を達成した職員の割合を指標とした。

他の職員をリードし、率先した取組みを行っている職員の割合

部の経営戦略に基づく取組みの実施状況と成果

○経営（組織管理・業務管理）、業務改善活動、リスクマネジメント（事件事故予防・拡大防止）
(1)部経営会議等を通じて、個人情報を扱う業務をはじめとしたリスクを伴う全ての業務に関して、管理監督者である統括管理者、執行責任者にリ
スクマネジメントの大切さを再認識させた。この結果、「リスク管理・危機管理に関して正しく理解している職員の割合」は84.0%（全庁80.4%）であっ
た。
(2)所属職員のワークライフバランスを保つため、所属長から休暇取得、時間外勤務抑制の働きかけを行い、また、「原則、勤務時間内で業務を
終了させるための行動を取る」ことについての職員の意識改革を促した。この結果、超過勤務時間は前年度比11%減、10日以上の年間年次有
給休暇の取得率は65.4%（前年68.5%）、男性職員の出産支援休暇・育児参加休暇の取得率は100%となった。
○人材育成
(1)平成29年5月に発行した中野区職員実務基本書「中野のなかのコト」を他部・室に先駆けて一読するよう所属全職員に促した。
(2)基本書の更新及び理解度調査の問題作成に際しては、若年層職員と管理職が研修の一環として取り組んだ。
○部間をまたがる課題や長期的な課題
(1)新区役所の整備については、区民サービスの向上、区民活動の推進、行政機能の強化などの機能実現のほか、自然エネルギーの積極的な
活用などの環境への配慮や、安全・安心の拠点としての高い災害対応能力、施設の長寿命化などに対応した「新しい時代にふさわしい庁舎」の実
現を目指し、着実に整備計画を進めていく必要があることから、平成30年2月に基本設計に着手した。

　見直し・改善の方向性

(1)区政情報の提供を更に推進し、区政の透明性を高めるため、オンラインで区政情報を閲覧できる新たな仕組み作りを進める。
(2)「中野区人事構想」における中野区が目指す職員像「変化に対応し、区民視点で考え、目標を明確にして課題解決に取り組む自律した職員」
の実現にむけ、より具体的な人材育成の取組方針である「人材育成ビジョン」を改定し、全庁を挙げた人材育成に取り組んでいく。
(3)支払遅延をはじめ、以前から繰り返されている各種監査指摘等の解消に重点を置き、モニタリングと指導の強化や、頻出事例集（不適切事例
と再発予防策）の更新などの取組みを継続して実施していく。
(4)「中野区の新公会計改革基本方針」に従い、事業別・施設別や他団体比較など新たな財務情報の「見える化」を行い、区民等に対する情報
開示、行政評価や事業見直し等への活用を着実に進めていく。
(5)区内事業者の育成・発展を図るため、工事入札参加資格の区内事業者要件としての発注対象の金額規模の拡大また、工事入札参加資格
要件としての受注実績の対象期間（現在は過去5年）の緩和について検討する。
(6)契約制度を取り巻く環境の変化に適応するため、総合評価方式に係る基準について多角的な視点から見直しを進める。
(7)基金の運用については、金融機関における高利回りの長期運用は難しいため、流動性を重視した短期運用で最大限の歳入確保を目指す。
(8)防犯設備の整備に対する補助金交付事業、区内主要交差点への防犯カメラの設置、青色灯防犯パトロールカー運行など、区民の生活安全
施策を拡充する。

　「職員のリスク管理・危機管理理解度調査」における総回答者の平均正答率を示す。内部統制やリスク管理・危機
管理に関する職員の意識と理解度を示すものと考えられるため、指標とした。平成27年度は係長級以上を対象とし
たが、結果が良好であったことを踏まえ、平成28年度から調査対象を主任主事まで拡大した。よって、平成28年度
から目標値は、32年度目標値と同様としている。なお、同調査の一定期間実施後に、正答率の対前年度比上昇率に
指標を変更する予定である。

経営室（29年度）

部がめざすまちの将来像

　戦略的な事業の推進、評価及び組織管理により、区民に信頼される区政運営が展開されている。

重点的に取り組んだ事項の成果

○10年後に目指すべき職員像や組織像、今後の職員人材育成方針や職員定数計画等の基本方針として、「中野区人事構想」を策定
した。
○施設使用料を見直し、平成30年7月から改定することとした。なお、改定に当たっては、区民が日常的・継続的に身近な場所でス
ポーツに触れる機会と空間の創出・促進といった環境整備策の一環として、区立スポーツ施設の使用料を平成30年7月の改定から6
年間半額とする軽減措置を講じた。
○区及び区関係団体（町会・自治会、商店街等）が設置した防犯カメラの設置状況を調査し、地図情報システムで一元的に管理
し、中野区内の設置状況を把握した。
○新区役所整備に関しては、6月に建設支援アドバイザリー業務委託契約を締結し、専門的知見の活用のもと、基本設計者選定業務
や基本設計に係る与条件・課題を整理した。また、並行して、新しい時代にふさわしい新庁舎とすべく、課題の抽出や新庁舎に備
える機能、設計与条件の整理、まとめを行った。
　なお、平成30年2月には、企画提案公募型事業者選定方式により、中野区新庁舎整備基本設計等業務委託事業者を決定し、新庁舎
の基本設計に着手した。

職員のリスク管理・危機管理に関する正しい理解・行動率

年間年次有給休暇を10日以上取得した職員の割合（暦年）

【部門の評価票】の見方 
平成 29年度に部が掲げた目標 

（基本構想で描くまちの姿及び10か年計画（第3次）の施策の方向で示された目標とする姿を踏

まえた、区の行政活動について、部が概ね 10年後に達成するべき区民価値（状態）） 

部の経営戦略に基づく取組みについて、平成 29 年度

の実施状況と、達成した成果を記載しています。目標と

する状態にどれだけ近付いたかを評価します。 

部が達成すべき目標にどの程度到達しているか総合的に取組み

の成果を測る指標。 

・経年変化と平成 29・32年度の目標、平成 29年度の目標達成度 

部として平成 29年度に重点的に取り組んだ事項の成果 

取組みの実施状況と成果を踏まえ、今後の見直し・

改善の方向性を示します。 
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指標の種類 27年度 28年度 29年度 29目標 達成度 32目標

① 分野目標 57.0% 65.2% 64.8% 66.0% 98.2% 80.0%

分野目標 95.7% 95.4% 93.6% 96.0% 97.5% 97.0%

ベンチマーク

③ 重点取組 146件 151件 163件 160件 101.9% 175件

指標の説明、設定理由、目標値の根拠（挑戦度合い） 挑戦度

① 中

② 中

③ 中

　継続的な指導・助言や研修を強化することによって、区役所の全ての部署で、文書事務、法令事務、情報公開事務などが適切に運
用されている。

平成29年度 経営分野 着実に推進する区政

分野目標

　経営本部体制が効率的に機能することによって、目標達成に向けて区政全体が効率的、効果的に運営されている。

分野の指標

指標／実績(27～29)・目標(29,32)

各部における分野の成果指標が向上した割合
（前年度比較）

条例の定める当初の期間内に情報公開決定し
た事案の割合(期間内決定件数／全請求件
数）

法務相談処理件数

②

　情報公開請求件数のうち、延長決定せずに、請求の翌日から15日以内に公開の可否の決定をした件数の割合を示
す。速やかな決定は、情報公開に関する事務の適切な運用を表すと考えるため。目標値は、27年度の状況を踏まえ
設定した。

　様々な相談に対する指導・助言を行うことにより、職員の課題解決能力の向上に資することができることから、
当該件数を成果指標とした。

　前年度に比して向上した成果指標数／全成果指標数（%）。全分野の指標のうち、前年度に比して向上した指標の
割合。（数値化されていない指標や当該年度の実績値が取れない指標などについては、集計から除外。）
　経営室は政策室とともに、事業部の政策執行を支援・調整する責務・機能を担っている。経営本部体制が適切に
機能することが、各事業部の目標達成に大きく影響を及ぼすため成果指標とした。

分野のコスト、人員

年度 27 28 29

事 業 費 （ 行 政 コ ス ト ） 3,984,858千円 220,789千円 231,618千円

人 件 費 186,218千円 192,654千円 198,418千円

分 野 の 経 費 計 4,171,076千円 413,443千円 430,036千円

分 野 の 常 勤 職 員 21.0人 21.0人 22.0人

分 野 の 短 時 間 勤 務 職 員

自己評価を踏まえた見直し・改善の方向性

0.0人 0.0人 0.0人

分野の成果に対する自己評価

【目標達成度（要因分析）】
（内部要因）

(1)指標②については、情報公開請求における1件当たりの請求情報が増加していることや、第三者への意見照会等により内容確認に
日数を要したことにより目標を達成出来なかった。
(2)指標③については、弁護士を法務担当副参事として配置し、法務部門の体制の充実を図ったことにより、各部職員からの法務相
談に対して迅速・適切な対応が可能となり、相談処理件数の増加にもつながった。

【事業・取組みの有効性・適正性】

(1)行政不服審査会の事務局として審査関係人との事前の調整などについて工夫を凝らし、適正・迅速な運営を行った。
(2)文書管理事務、情報公開・個人情報保護について、研修などを通して職員の実務能力の向上に一定の成果を得た。文書事務の基
本的事項をまとめたマニュアルや情報公開制度の手引き及び個人情報保護制度の手引きの改定など、適正な文書、情報公開・個人情
報保護事務の運営に取り組んできた。
(3)各部職員からの法務相談に対しては、区の業務における様々な法的課題について、各部が的確に対応し、争訟発生リスクの低減
と迅速な問題解決を図ることができるよう取り組むことができた。

【事業・取組みの効率性】

　区議会情報システム・タブレット端末を使用することにより、区議会で使用する資料については原則ペーパーレス化し経費削減を
図った。

(1)平成30年度は区政情報の提供を更に推進し区政の透明性を高めるため、仕組み作りの検討を進めていく。
(2)各部職員が相談しやすい体制整備に努めるとともに、法務相談に対する指導・助言を通じて職員全体の職務執行能力の向上につ
なげていくものとする。
(3)今後も、職員派遣をはじめとする復旧・復興に向けての取組みを継続し、区の災害対策への反映をしていく必要がある。

【分野の評価票】の見方 

 平成 29年度に分野が掲げた目標 

（課題解消に向け、どのような方向で取り

組み、どのような状態を目指すのか） 

10 か年計画(第 3 次)・分野目標の達成度を測るため、

分野目標に対応した指標 

・経年変化と平成 29・32年度の目標、平成 29年度の目

標達成度 

※10 か年計画(第 3 次)と共有する指標でない場合、  

32年度目標を設定していない場合があります。 

・ 指標の目標について、根拠となる基準値や標準値 

・ 実績を評価・分析する上で参考となる数値 

達成すべき区民価値（状態）にどの程度達成しているか、総合的

に取組みの成果を測る指標 （毎年度収集できる統計・調査でな

い場合があります。） 

 「分野の目標に対する指標」と「重点取組に対する指標」を設定し

ます。また、10 か年計画(第 3 次)において関連する成果指標を設

定している場合は原則として同様の指標を設定しています。 

・分野全体の経費 

・人件費標準額等から算出された分野の人件費 

・職員数の端数は、業務実態に合わせて按分して 

いるためです。 

・コスト・人件費とも、決算の数値とは異なります。 

成果に対する自己評価から、今後の見直し・改善の方

向性を示します。 

分野の成果を分野のチェックシートに基づき分析し、

分野の指標の目標達成度、事業・取組みの有効性・

適正性、事業・取組みの効率性、先進性・困難度に

ついて評価します。 

目標値の挑戦度合いを 2 段階

で選択しています。 

 



年度 27年度 28年度 29年度 29目標 （達成度） 30目標

① 57.0% 65.2% 64.8% 66.0% 98.2% 70.0%

①

年度 27年度 28年度 29年度

事業費 193,635 152,833 164,395

人件費 48,667 47,705 46,899

総　額 242,302 200,538 211,294

年度 27年度 28年度 29年度

事業費

人件費

総　額

年度 27年度 28年度 29年度

事業費 551 633 551

人件費 5,299 3,670 3,608

総　額 5,850 4,303 4,159

年度 27年度 28年度 29年度

事業費 ―

人件費 ―

総　額 ―

　区の重要施策の総合調整が行われ、区政が効率的、効果的に運営されている。

　施策のコストと人員

0501 経営 効率的、効果的に運営される区政

施策目標

施策の指標

各部における分野の成果指標が向上した割合（前年度比較）

指標の説明、設定理由、目標値の根拠

　前年度に比して向上した成果指標数／全成果指標数（%）。全分野の指標のうち、前年度に比して向上した指標の割合。（数
値化されていない指標や当該年度の実績値が取れない指標などについては、集計から除外。）
　経営室は政策室とともに、事業部の政策執行を支援・調整する責務・機能を担っている。経営本部体制が適切に機能すること
が、各事業部の目標達成に大きく影響を及ぼすため成果指標とした。

事 業 費 （ 行 政 コ ス ト ） 194,186千円 153,466千円 164,946千円

年度 27 28 29

施 策 の 経 費 計 248,152千円 210,345千円 220,864千円

施 策 の 常 勤 職 員 6.1人 6.2人 6.2人

施 策 の 短 時 間 勤 務 職 員 0.0人 0.0人 0.0人

人 件 費 53,966千円 56,879千円 55,918千円

区 民 一 人 当 た り コ ス ト（ 円） 779 650 676

主な事業

事業1 庁議等庁内調整会議の事務局

【概要】
　区政の重要方針、重要な施策の総合調整、重要方針の周知、重要な施策の調整、主要課
題の報告を行うため、経営本部会議（41回）、政策会議（2回）、庁議（28回）その他の
会議を開催した。

主な事業の経費を行政コスト計算により算出（単位：千円）

事業2 関係機関との連絡調整

【概要】
　区議会や他行政機関（教育委員会、選挙管理委員会、監査委員）との連絡調整のほか、
他特別区を始めとした関係機関の窓口として、庁内外の連絡調整を行った。
(1)官公庁代表者会議（2回）、総合教育会議（1回）の開催
(2)国内姉妹都市（福島県田村市、青森県青森市）との連絡調整
(3)特別区協議会、特別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合との連絡調整等
(4)株式会社まちづくり中野21との連絡調整

事業1に含む

事業3 行政委員等選任・報酬事務

【概要】
(1)区議会議員の報酬の額及び区長を始めとした特別職の給料の額について審議する特別
職報酬等審議会を開催（4回）し、報酬等の額の適否について意見を聞いた。
(2)特別職及び行政委員会委員の選任にあたって、所定の手続きを行った。(教育委員、監
査委員各1人を選任)

【概要】
　行政不服審査法の規定に基づく、中野区行政不服審査会を運営した。(諮問件数5件、答
申件数5件、審査会開催9回)

事業1に含む

事業4 中野区行政不服審査会の運営

【施策の評価票】の見方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※記載欄の字数幅に応じて、「新しい中野をつくる 10 か年計画（第 3次）」を「10か年計画（第

3次）」と省略表記しています。 

分野の目標に貢献するための施策の目標 

（当該年度の事業執行の方針となるもので、分野 

の目標よりも短い期間で実現させる目標） 

施策目標の達成度を測るため、施策目標

に対応した指標 

・ 経年変化と平成 29・30年度の目標 
・ 平成 29年度の目標達成度 

・施策全体の経費 

 （分野の評価票に同じ） 

・区民一人当たりコストは、

総人口から算出 

施策目標を達成するために実施する

主な事業の概要 

主な事業全体の経費 
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評価結果一覧
年度 27年度 28年度 29年度 29目標 （達成度） 30目標

① 57.0% 65.2% 64.8% 66.0% 98.2% 70.0%

①

年度 27年度 28年度 29年度

事業費 193,635 152,833 164,395

人件費 48,667 47,705 46,899

総　額 242,302 200,538 211,294

年度 27年度 28年度 29年度

事業費

人件費

総　額

年度 27年度 28年度 29年度

事業費 551 633 551

人件費 5,299 3,670 3,608

総　額 5,850 4,303 4,159

年度 27年度 28年度 29年度

事業費 ―

人件費 ―

総　額 ―

　区の重要施策の総合調整が行われ、区政が効率的、効果的に運営されている。

　施策のコストと人員

0501 経営 効率的、効果的に運営される区政

施策目標

施策の指標

各部における分野の成果指標が向上した割合（前年度比較）

指標の説明、設定理由、目標値の根拠

　前年度に比して向上した成果指標数／全成果指標数（%）。全分野の指標のうち、前年度に比して向上した指標の割合。（数
値化されていない指標や当該年度の実績値が取れない指標などについては、集計から除外。）
　経営室は政策室とともに、事業部の政策執行を支援・調整する責務・機能を担っている。経営本部体制が適切に機能すること
が、各事業部の目標達成に大きく影響を及ぼすため成果指標とした。

事 業 費 （ 行 政 コ ス ト ） 194,186千円 153,466千円 164,946千円

年度 27 28 29

施 策 の 経 費 計 248,152千円 210,345千円 220,864千円

施 策 の 常 勤 職 員 6.1人 6.2人 6.2人

施 策 の 短 時 間 勤 務 職 員 0.0人 0.0人 0.0人

人 件 費 53,966千円 56,879千円 55,918千円

区 民 一 人 当 た り コ ス ト（ 円） 779 650 676

主な事業

事業1 庁議等庁内調整会議の事務局

【概要】
　区政の重要方針、重要な施策の総合調整、重要方針の周知、重要な施策の調整、主要課
題の報告を行うため、経営本部会議（41回）、政策会議（2回）、庁議（28回）その他の
会議を開催した。

主な事業の経費を行政コスト計算により算出（単位：千円）

事業2 関係機関との連絡調整

【概要】
　区議会や他行政機関（教育委員会、選挙管理委員会、監査委員）との連絡調整のほか、
他特別区を始めとした関係機関の窓口として、庁内外の連絡調整を行った。
(1)官公庁代表者会議（2回）、総合教育会議（1回）の開催
(2)国内姉妹都市（福島県田村市、青森県青森市）との連絡調整
(3)特別区協議会、特別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合との連絡調整等
(4)株式会社まちづくり中野21との連絡調整

事業1に含む

事業3 行政委員等選任・報酬事務

【概要】
(1)区議会議員の報酬の額及び区長を始めとした特別職の給料の額について審議する特別
職報酬等審議会を開催（4回）し、報酬等の額の適否について意見を聞いた。
(2)特別職及び行政委員会委員の選任にあたって、所定の手続きを行った。(教育委員、監
査委員各1人を選任)

【概要】
　行政不服審査法の規定に基づく、中野区行政不服審査会を運営した。(諮問件数5件、答
申件数5件、審査会開催9回)

事業1に含む

事業4 中野区行政不服審査会の運営

【施策の評価票】の見方 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※記載欄の字数幅に応じて、「新しい中野をつくる 10 か年計画（第 3次）」を「10か年計画（第

3次）」と省略表記しています。 

分野の目標に貢献するための施策の目標 

（当該年度の事業執行の方針となるもので、分野 

の目標よりも短い期間で実現させる目標） 

施策目標の達成度を測るため、施策目標

に対応した指標 

・ 経年変化と平成 29・30年度の目標 
・ 平成 29年度の目標達成度 

・施策全体の経費 

 （分野の評価票に同じ） 

・区民一人当たりコストは、

総人口から算出 

施策目標を達成するために実施する

主な事業の概要 

主な事業全体の経費 

02372126
四角形



評価結果一覧
部 の
評 価 点

総 合
評 価 点

部 の
評 価 点

総 合
評 価 点

１　政策室 8.0
平
均 8.7 8.4 8.0

平
均 8.4 8.2

01 企画分野 9.0 26 子ども教育経営分野 6.8

02 予算分野 8.5 27 学校教育分野 7.0

03 広報分野 8.5 28 子育て支援分野 8.7

04 業務マネジメント改革分野 8.7 29 保育園・幼稚園分野 9.2

30 子ども教育施設分野 10.5

２　経営室 7.0
平
均 8.3 7.7

05 経営分野 8.0 ７　健康福祉部 9.0
平
均 7.8 8.4

06 人事分野 8.0 31 福祉推進分野 8.5

07 施設分野 8.7 32 健康推進分野 8.0

08 行政監理分野 7.7 33 保健予防分野 8.5

09 経理分野 9.5 34 文化・スポーツ分野 8.5

10 生活・交通安全分野 7.5 35 障害福祉分野 6.7

11 新区役所整備分野 8.8 36 生活援護分野 6.7

３　都市政策推進室 7.5
平
均 8.4 8.0 ８　環境部 8.0

平
均 8.4 8.2

12 産業振興分野 7.3 37 地球温暖化対策分野 8.5

13 都市観光・地域活性化分野 8.7 38 ごみゼロ推進分野 9.2

14 中野駅周辺まちづくり分野 8.3 39 生活環境分野 7.5

15
西武新宿線沿線まちづくり
分野 9.2

９　都市基盤部 7.0
平
均 8.4 7.7

４　地域支えあい推進室 6.2
平
均 7.6 6.9 40 都市計画分野 8.7

16 地域活動推進分野 6.8 41 地域まちづくり分野 9.2

17 地域包括ケア推進分野 7.7 42 道路分野 8.5

18
すこやか福祉センター
地域ケア分野 7.5 43 公園分野 8.7

19
すこやか福祉センター
地域支援分野 8.2 44 建築分野 8.7

45 住宅政策分野 7.2

５　区民サービス管理部 8.0
平
均 8.8 8.4 46 防災分野 7.7

20 区民サービス分野 8.5

21 情報システム分野 9.5 10　会計室 7.0 9.0 8.0

22 戸籍住民分野 8.5

23 税務分野 10.0 11 選挙管理委員会事務局 7.0 7.0 7.0

24 保険医療分野 8.0

25 介護保険分野 8.0

分 野
評 価 点

６　子ども教育部
　　（教育委員会事務局）

部（室・局）名・分野名
分 野
評 価 点

部（室・局）名・分野名


